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令和元年 (917)

平成26年 (957)

ｎ

26.9 70.3

2.8

(%)
22.1 73.1 4.8

知
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て

い
る

知

ら

な

い

無

回

答

品川区 人権に関わる意識調査 

【要約版】 

～ 2020年３月 ～ 
 
〈調査項目〉 〈調査概要〉 

（１）人権問題全般 （８）ＨＩＶ感染者・ハンセン病 

（２）差別経験と被差別経験 患者等感染者の人権 

（３）社会における差別の状況 （９）部落差別（同和問題） 

（４）高齢者と人権 （10）インターネットと人権 

（５）障害者と人権 （11）性的マイノリティと人権 

（６）子どもと人権 （12）男女共同参画 

（７）外国人と人権   （13）ワーク・ライフ・バランス 

 

 

 

 

 

 

1993（平成５）年４月に制定した「人権尊重都市品川宣言」の認知度をみると、「知っている」は

22.1％となっている。前回調査結果と比較すると、やや減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Shinagawa City 
品 川 区 

『
人
権
尊
重
都
市
品
川
宣
言
』 

 

人
間
は
生
ま
れ
な
が
ら
に
し
て 

自
由
で
あ
り
、
平
等
で
あ
る 

い
か
な
る
国
や
個
人
も
、
い
か
な
る
理
由
で
あ
れ 

絶
対
に
こ
れ
を
侵
す
こ
と
は
で
き
な
い 

 

幾
多
の
試
練
と
犠
牲
の
も
と
に 

日
本
国
憲
法
と
世
界
人
権
宣
言
は 

こ
の
人
類
普
遍
の
原
理
を
あ
ら
わ
し 

人
権
の
尊
重
が 

国
際
社
会
の
責
務
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た 

 

今
日
、
我
が
国
社
会
の
実
情
は 

い
ま
だ
に
差
別
意
識
と
偏
見
が 

人
々
の
暮
ら
し
の
中
に
深
く
根
づ
き 

部
落
差
別
を
は
じ
め 

障
害
者
、
女
性
、
先
住
民
族
、
外
国
人
へ
の
差
別
な
ど 

ど
れ
ほ
ど
多
く
の
人
間
が
苦
し
ん
で
い
る
こ
と
か 

 

人
間
が
つ
く
り
あ
げ
た
差
別
は 

人
間
の
理
性
と
良
心
に
よ
っ
て 

必
ず
や
解
消
で
き
る
こ
と
を 

我
々
は
確
信
す
る 

 

平
和
で
心
ゆ
た
か
な 

人
間
尊
重
の
社
会
の
実
現
を
め
ざ
す
品
川
区
は 

「
人
権
尊
重
都
市
品
川
」
を
宣
言
し 

差
別
の
実
態
の
解
消
に
努
め 

人
権
尊
重
思
想
の
普
及
啓
発
と
教
育
を
推
進
す
る
こ
と
を 

こ
こ
に
誓
う 

 

一
九
九
三
年
四
月
二
十
八
日 

品
川
区 

対象者 
品川区在住の満18歳以上 
80歳未満の男女（外国人含む） 

抽出方法 層化二段無作為抽出法 

対象者数 2,000人 

調査方法 
郵送配布・郵送回収 
（ＷＥＢによる回答あり） 

有効回収数 
917件 
（うちＷＥＢ回答184件） 

有効回収率 45.9％ 

 

 人権問題全般 

「人権尊重都市品川宣言」の認知状況 認知度は２割強。 



2 

令和元年 (917)

平成26年 (957) 20.6 75.5 3.9

(%)ｎ

21.8 76.8

1.4

あ
る

な
い

無
回

答

 

「部落差別解消推進法」が43.9％で最も高く、「障害者差別解消法」40.5％、「ヘイトスピーチ解消

法」40.0％となっている。一方、「どれも知らない」は35.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ある」は21.8％で、前回調査結果と比較すると、ほぼ横這いとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「男女（性）差別」が41.0％と最も高く、以下「プライバシーの侵害」（31.0％）、「学歴差別」

（28.5％）、「子どもへのいじめ・虐待」（27.5％）と続いている。前回調査結果と比較すると、「プラ

イバシーの侵害」で6.6ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男女（性）差別

プライバシーの侵害

学歴差別

子どもへのいじめ・虐待

職業差別

障害者差別・虐待

外国人に対する差別

思想・信条の差別

インターネットによる人権侵害

高齢者差別・虐待

性的マイノリティ  に対する差別

部落差別（同和問題）

刑を終えて出所した人への差別

犯罪被害者やその家族への無配慮

HIV 感染者・ハンセン病患者等への差別

アイヌの人々への差別

その他

41.0

31.0

28.5

27.5

17.0

14.5

11.0

11.0

8.5

8.0

4.0

1.5

1.5

1.5

1.0

0.5

13.0

42.6

24.4

33.5

27.9

22.8

13.7

7.6

9.1

5.1

12.2

1.0

2.0

1.5

1.0

0.5

1.0

14.7

0 10 20 30 40 50

令和元年 n=(200)  

平成26年 n=(197)  

(%)

n=(917)  

部落差別解消推進法

障害者差別解消法

ヘイトスピーチ解消法

どれも知らない

無回答

43.9

40.5

40.0

35.1

2.6

0 10 20 30 40 50 (%)

各種法律の認知 ３法とも４割台の認知。 

人権を侵害された経験の有無 経験者は２割強。 

人権侵害の内容 「男女（性）差別」が４割強で最も高い。 

※令和元年度の選択肢「障害者差別・虐待」は、 

平成26年度では「障害者差別」となっている。 

※令和元年度の選択肢「外国人に対する差別」は、平

成26年度では「特別永住者に対する差別」と「外国

人（特別永住者を除く）に対する差別」の２つの選

択肢となっている。 
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「どうにもならないので我慢した」が55.0％で最も高く、前回調査結果からは6.9ポイント減となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「アパートなど住宅への入居が困難である」が36.0％と最も高く、以下「経済的な保障が不十分で

ある」（27.5％）、「介護サービスが不十分である」（20.0％）と続いている。前回調査結果と比較する

と、「アパートなど住宅への入居が困難である」が12.3ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アパートなど住宅への入居が困難である

経済的な保障が不十分である

介護サービスが不十分である

認知症への理解不足により、本人や家族へ偏見をもった言動、態度で接する

振り込め詐欺等の消費者被害にあう

高齢者に対して周囲の人の暖かい心が欠けている

知識や経験を生かす場が乏しい

まちのなかで暮らしていくのに不便が多い

無回答

家族や地域社会で孤立している

その他

高齢者差別は存在しない

36.0

27.5

20.0

17.6

16.5

14.4

14.4

13.2

11.9

1.6

2.3

2.6

23.7

26.9

22.0

16.3

12.5

16.0

17.3

13.3

13.2

2.3

4.3

7.0

0 10 20 30 40

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

令和元年 (200)

平成26年 (197) 15.2

0.0

3.6

0.5 0.0

61.9 9.6 9.1

(%)ｎ

11.0

0.0

1.54.5

1.5

55.0 12.0 14.5

相

手

に

対

し

人

権

侵

害

を

や

め

る

よ

う

具

体

的

な

行

動

を

し

た

法

務

省
、

人

権

擁

護

委

員

に

相

談

し

た

区

役

所

な

ど

の

公

的

機

関

に

相

談

し

た

弁

護

士

に

相

談

し

た

民

間

団

体

や

ボ

ラ

ン

テ
ィ

ア

に

相

談

し

た

ど

う

に

も

な

ら

な

い

の

で

我

慢

し

た

そ

の

他

無

回

答

人権侵害への対応 「どうにもならないので我慢した」が５割台半ば。 

 社会における差別の状況（人権が守られていないと感じる場面） 

高齢者の人権が守られていないと思う場合 「アパートなど住宅への入居が困難である」が 
３割台半ばで最も高い。 
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「就職が困難である」が52.0％と最も高く、以下「障害者に対して周囲の人の配慮する気持ちが欠

けている」（43.4％）、「まちなかで暮らしていくのに不便である」（31.2％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「児童・生徒が皆から不当に仲間はずれにされたり、差別的扱いを受けることがある」が57.0％、

「親による子どもの虐待などがある」が54.1％と高くなっている。前回調査結果と比較すると、「学校

やクラブ活動などで、先輩児童・生徒から行き過ぎた指導や暴力などを受けることがある」では6.4ポ

イント減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

無回答

まちなかで暮らしていくのに不便である

アパートなど住宅への入居が困難である

地域社会から孤立している

結婚が困難である

その他

障害者差別は存在しない

就職が困難である

障害者に対して周囲の人の配慮する気持ちが欠けている

52.0

43.4

31.2

16.4

11.2

7.7

3.1

2.1

3.5

54.0

42.2

31.6

16.5

13.3

7.9

2.2

2.0

3.6

0 20 40 60

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

児童・生徒が皆から不当に仲間はずれにされたり、
差別的扱いを受けることがある

親による子どもの虐待などがある

親が子どもに自分の考え方を強制する

学校やクラブ活動などで先輩児童・生徒から行き過ぎた
指導や暴力などを受けることがある

子どもの人権は守られている

無回答

児童・生徒が教師から体罰を受けることがある

髪型や服装を一方的に強制する校則がある

その他

57.0

54.1

22.5

15.0

12.8

10.6

1.9

2.6

3.3

56.9

54.5

23.7

21.4

8.2

4.4

1.5

2.5

4.0

0 20 40 60

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

障害者の人権が守られていないと思う場合 「就職が困難である」が５割強で最も高い。 

子どもの人権が守られていないと思う場合 「差別的扱い」「親による虐待」が５割台。 
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「低賃金で働かされるなど労働条件が悪い」が67.3％と最も高く、前回調査結果との比較でも11.4

ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「感染しているとわかった社員が、会社を解雇される」「マスメディアで、興味本位や不正確な報道

が行われる」がともに39.6％と最も高く、前回調査結果と比較すると、「マスメディアで、興味本位や

不正確な報道が行われる」では7.2ポイントの増加となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

感染しているとわかった社員が、会社を解雇される

マスメディアで、興味本位や不正確な報道が行われる

感染しているとわかった児童・生徒が、通園・通学を拒否される

感染者や患者が病院での治療や入院を拒否される

結婚を断られたり、離婚を迫られたりする

その他

感染者差別は存在しない

無回答

39.6

39.6

29.7

18.8

16.0

4.5

4.4

5.0

39.0

32.4

28.2

17.9

11.2

4.4

4.4

9.1

0 10 20 30 40 50

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

低賃金で働かされるなど労働条件が悪い

就職が困難である

ヘイトスピーチがある

アパートなど住宅への入居が困難である

不当に解雇される

結婚差別を受けることがある

店によっては入店を拒否されることがある

その他

外国人差別は存在しない

無回答

67.3

25.2

23.3

21.9

11.1

2.8

2.6

2.8

3.9

3.3

55.9

28.7

32.5

12.9

2.1

4.6

3.7

8.7

6.5

0 20 40 60 80

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

※令和元年度より選択肢「ヘイトスピーチがある」 

が追加された。 

※令和元年度の選択肢「結婚差別を受けることがある」は、 

平成26年度は「結婚が困難である」となっている。 

外国人の人権が侵害されていると思う場合 「労働条件が悪い」が６割台後半で突出。 

ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等感染者の人権が守られていないと思う場合 

「感染しているとわかった社員の解雇」 
「マスメディアでの興味本位や不正確な報道」がともに４割弱。 
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「これまでと同じように、親しく付き合っていくと思う」という人が80.8％に上る。一方、「できる

だけ付き合いを避けていくと思う」は3.1％、「付き合いをやめてしまう」は0.9％、「わからない」は

13.7％となっている。前回調査結果と比較すると、ほぼ横這いとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「これまでと同じように、親しく付き合っていくと思う」という人が71.4％に上る。一方、「できる

だけ付き合いを避けていくと思う」は3.8％、「付き合いをやめてしまう」は1.9％、「わからない」は

21.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 部落差別（同和問題） 

親しい人が「被差別部落（同和地区）」出身とわかった場合 

「これまでと同じように、親しく付き合っていくと思う」が８割を超えている。 

令和元年 (917)

平成26年 (957) 81.3

2.5

0.2 13.6

2.4

(%)ｎ

80.8 3.1

0.9

13.7

1.5

こ

れ
ま

で

と
同

じ

よ

う

に
、

親

し
く

付

き

合
っ

て

い

く
と

思

う

で

き
る

だ

け
付

き

合

い

を
避

け

て
い

く

と

思

う

付

き
合

い

を
や

め

て

し

ま
う

わ

か
ら

な

い

無

回
答

身内の結婚相手が「被差別部落（同和地区）」出身とわかった場合 

「これまでと同じように、親しく付き合っていくと思う」が７割強。 

令和元年 (917)

平成26年 (957) 71.3 4.0

0.9

21.4

2.4

(%)ｎ

71.4 3.8

1.9

21.0

1.9

こ

れ

ま

で
と

同
じ

よ

う

に
、

親
し

く
付

き

合
っ

て

い
く

と
思

う

で

き

る

だ
け

付
き

合

い

を

避

け
て

い
く

と

思

う

付

き

合

い
を

や
め

て

し

ま

う

わ

か

ら

な
い

無

回

答
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「二人の結婚に賛成し、相手の家族（両親や兄弟・姉妹）とも親戚付き合いをする」が56.3％と

なっている。一方、「二人の結婚に賛成するが、相手の家族とはあまり親戚付き合いをしない」は

6.8％、「二人の結婚に反対する」は6.1％、「わからない」は28.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「人権上問題がある」は『（エ）家族の職業や勤務先』が33.7％で最も高く、僅差で『（ウ）親の職

業や勤務先』が33.3％で続き、『（ア）戸籍の謄抄本に関すること』は28.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（ア）戸籍の謄抄本に関すること (917)

（イ）本籍地（出生地または出身地）
の町丁名や地番

(917)

（ウ）親の職業や勤務先 (917)

（エ）家族の職業や勤務先 (917)

（オ）自宅付近の略図 (917)

（カ）住まいの周辺環境調査 (917)

（キ）尊敬する人物 (917)

（ク）愛読書 (917)

24.6

33.3

33.7

19.6

20.8

7.0

6.2

55.4

45.9

44.8

57.8

54.3

76.1

76.7

17.1

18.1

18.8

19.4

21.9

13.8

14.2

2.8

2.7

2.7

3.2

2.9

3.1

2.9

(%)ｎ

28.0 49.2 19.4 3.4

人

権

上

問

題

が

あ

る

問

題

は

な

い

ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い 無

回

答

令和元年 (917)

平成26年 (957) 54.4 5.4 5.4 31.5 3.2

(%)ｎ

56.3 6.8 6.1 28.9

2.0

二

人

の

結

婚

に

賛

成

し
、

相

手

の

家

族

（

両

親

や

兄

弟

・

姉

妹
）

と

も

親

戚

付

き

合

い

を

す

る

二

人

の

結

婚

に

賛

成

す

る

が
、

相

手

の

家

族

と

は

あ

ま

り

親

戚

付

き

合

い

を

し

な

い

二

人

の

結

婚

に

反

対

す

る

わ

か

ら

な

い

無

回

答

子どもの結婚相手が「被差別部落（同和地区）」出身であった場合 

「二人の結婚に賛成し、相手の家族（両親や兄弟・姉妹）とも 
親戚付き合いをする」が５割台半ば。 

採用試験などで差別に繋がる事項への意識 『家族の職業や勤務先』『親の職業や勤務先』で 
「人権上問題がある」が３割を超えている。 
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「他人を誹謗・中傷する表現や差別を助長する表現など人権を侵害する情報を掲載すること」が

77.3％と最も高く、「プライバシーに関する情報が流出し、拡散した情報の削除が困難なこと」が

63.4％で次いでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「性のあり方には様々な形があるということを理解して公平に接するべきだ」の69.6％に対して、

「性のあり方には様々な形があるということは理解できるが、公平に接することはできない」は9.1％、

「生まれた時の身体上の性に合わせて生活すべきだ」は3.4％となっている。前回調査結果と比較する

と、「性のあり方には様々な形があるということを理解して公平に接するべきだ」は若干の増加をみせ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現など
人権を侵害する情報を掲載すること

プライバシーに関する情報が流出し、拡散した情報の削除が困難なこと

出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること

捜査の対象となっている未成年者の実名や顔写真を掲載すること

無回答

ネットポルノが存在すること

その他

特にない

77.3

63.4

19.7

8.5

4.6

1.0

2.8

3.5

73.4

27.0

13.6

8.7

2.2

4.1

3.9

0 20 40 60 80

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

令和元年 (917)

平成26年 (957) 64.8 12.4

2.4

15.0

1.3

4.1

(%)ｎ

69.6 9.1 3.4 13.8
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の
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に
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せ

て

生
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き
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わ
か

ら

な

い

そ
の

他

無
回

答

※令和元年度の選択肢「性のあり方には様々な形があるということを理解して公平に接するべきだ」は、 

平成26年度は「偏見や好奇の目で見ず、性のあり方には様々な形があるということを理解して公平に 

接するべきだ」となっている。 

 インターネットと人権 

インターネットに関して人権上問題があること 

「他人を誹謗・中傷する表現や差別を助長する表現など 
人権を侵害する情報を掲載すること」が７割台後半で最も高い。 

※令和元年度より選択肢「プライバシーに 

関する情報が流出し、拡散した情報の 

削除が困難なこと」が追加された。 

※令和元年度の選択肢「他人を誹謗中傷する 

表現や差別を助長する表現など人権を 

侵害する情報を掲載すること」は、平成 

26年度は「他人を誹謗・中傷する表現を 

掲載すること」と「差別を助長する表現や 

人権を侵害する情報を掲載すること」の 

２つの選択肢になっている。 

 性的マイノリティと人権 

性的マイノリティの人への意識 「理解して公平に接するべきだ」が約７割。 
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「できる」の62.3％に対して、「できない」は4.7％となっている。また、「わからない」という人も

30.5％と少なくない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「必要だと思う」が34.5％、「どちらかというと必要だと思う」は30.4％で、合わせた《必要》の

64.9％に対し、「必要ではない」（1.6％）と「あまり必要だと思わない」（13.4％）を合わせた《不必

要》は15.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34.5 30.4 13.4
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無
回

答

性的マイノリティをカミングアウトされた場合、変わらずに接すること 

62.3 4.7 30.5

2.5

ｎ

(917)

(%)

で
き

る

で
き

な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

性の多様性を認め合う社会をつくるための取組みの必要性 

「できる」が６割強。 

《必要》が６割台半ば。 
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「そうは思わない」は65.8％、「どちらともいえない」は28.2％、「もっともだと思う」は3.1％と

なっている。前回調査結果と比較すると、「そうは思わない」が5.9ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《経験がある》は48.0％に上る。そのなかでは、「親族・友人・知人に当事者はいないが、見聞きし

たことがある」が27.3％、「親族・友人・知人に暴力を受けた当事者がいる」が11.1％となっている。

一方、「見聞きしたことがない」は47.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

見聞きしたことがない

無回答

自分が直接経験したことがある

親族・友人・知人から相談を受けたことがある

親族・友人・知人に暴力を受けた当事者がいる

親族・友人・知人に当事者はいないが、見聞きしたことがある

6.0

3.6

11.1

27.3

47.8

6.0

3.6

4.2

10.7

28.1

46.9

8.5

0 20 40 60

令和元年 n=(917)  

平成26年 n=(957)  

(%)

令和元年 (917)

平成26年 (957) 4.8 59.9 32.1

1.4

1.9

(%)ｎ

3.1 65.8 28.2

1.3

1.6

も
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と
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だ

と

思

う

そ

う

は

思

わ

な

い
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と

も
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え

な

い わ

か

ら

な

い

無

回

答

 男女共同参画 

性別役割分担への賛否 否定派は６割台半ば。 

ＤＶの経験、見聞きしたことの有無 経験者は５割弱。 
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「結婚や出産にかかわりなく、一生職業をもつ」が43.3％、「子育ての時期だけ一時辞めて、その前

後は職業をもつ」が37.3％となっている。前者は前回（29.6％）から13.7ポイント増、一方、後者は

前回（49.6％）から12.3ポイント減と、大きな変化をみせている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「職場や周囲に休みにくい雰囲気があるから」が68.4％と突出しており、「上司や同僚の協力が得ら

れないから」が27.7％、「キャリアを中断することになり、昇進などに不利だから」が22.9％となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和元年 (917)

平成26年 (957) 29.6 4.7 8.3 49.6
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理想とする女性の働き方 「一生職業をもつ」が４割台前半、「子育ての時期だけ一時辞める」
は３割台後半となり、前回調査から大きく変化し逆転。 

男性の育児休業取得が少ない理由 「職場や周囲に休みにくい雰囲気があるから」が 
７割弱で突出。 

男性は育児をするように教育されていないから

男性は責任のある仕事をしているから

その他

無回答

職場や周囲に休みにくい雰囲気があるから

上司や同僚の協力が得られないから

キャリアを中断することになり、昇進などに不利だから

休業中の代替要員がいないから

育児休業は所得が減るから
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「フレックスタイム制度の導入など労働時間を選べるようにすること」が44.9％と最も高く、「育

児・介護などのための休暇取得や労働時間短縮のしくみが整うこと」（43.0％）、「育児や介護のために

退職した職員の復帰・再就職が可能になるような制度が整うこと」（40.8％）、「仕事も家庭も大切にす

るという意識を啓発すること」（39.4％）が続いている。「フレックスタイム制度の導入など労働時間

を選べるようにすること」は前回（39.4％）より5.5ポイント増加、「保育・介護サービスが向上する

こと」は前回（49.0％）より10.8ポイント減少している。 
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保育・介護サービスが向上すること

男女とも残業や休日出勤を減らし、労働時間が短縮されること

パートタイマー、契約・派遣社員などの労働条件が向上すること

「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識の解消

社内に保育施設が整っていくこと

地域全体で子育てを見守り、助けあうこと

個人が仕事や家事の能力を高め、効率的に時間を使えるようにすること

ワーク・ライフ・バランスに取組む企業に補助金を出すこと

労働法等の法制度を変えること

男女の雇用機会や昇進、待遇格差がなくなること

育児・介護休業取得者の代わりとなる人材の補充

フレックスタイム制度の導入など労働時間を選べるようにすること

育児・介護などのための休暇取得や労働時間短縮のしくみが整うこと

育児や介護のために退職した職員の復帰・再就職が
可能になるような制度が整うこと

仕事も家庭も大切にするという意識を啓発すること

働いている男女が地域活動に参加しやすいよう配慮すること

その他

無回答
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 ワーク・ライフ・バランス 

ワーク・ライフ・バランス実現のために必要なもの 
多岐にわたるも、「労働時間を選べるように 
すること」が最多。 


